年金訴訟判決　～本当に「二重課税」か～

2010.9.4　公認会計士・税理士　船戸明

【1】 概要

1 保険の概要（夫死亡、妻受け取り）

1. 主契約：一時金4,000万円

2. 生活保障特約：年金230万円×10年（総額2,300万円）

2 課税関係

1. 一時金4,000万円　→　相続税の課税対象

2. 年金230万円

(1) 230万円×10年×0.6（※）＝1,380万円が相続税の課税対象

(2) 1年目に受け取った年金230万円から、保険料相当額9.2万円を控除した220.8万円に対し、雑所得として所得税課税

⇒この所得税の課税が、相続税との「違法な二重課税」と判断された。

（※）定期金の評価割合：理屈は、将来受け取る年金の現在価値

	年数
	評価割合

	5年以下
	70％

	5年超　10年以下
	60％

	10年超　15年以下
	50％

	15年超　25年以下
	40％

	25年超　35年以下
	30％

	35年超
	20％


【2】 条文の規定

1 相続税法上の取り扱い（相続税法3条1項1号）

第3条（相続又は遺贈により取得したものとみなす場合）
　次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該各号に掲げる者が、当該各号に掲げる財産を相続又は遺贈により取得したものとみなす。
１　被相続人の死亡により相続人その他の者が生命保険契約の保険金又は損害保険契約の保険金を取得した場合においては、当該保険金受取人について、当該保険金のうち被相続人が負担した保険料の金額の当該契約に係る保険料で被相続人の死亡の時までに払い込まれたものの全額に対する割合に相当する部分
　⇒年金保障特約年金が、みなし相続財産となる（争いなし）

2 所得税法上の取り扱い（所得税法9条1項15号）

第9条（非課税所得）

　次に掲げる所得については、所得税を課さない。
　15　相続、遺贈又は個人からの贈与により取得するもの（相続税法（昭和25年法律第73号）の規定により相続、遺贈又は個人からの贈与により取得したものとみなされるものを含む。）
　⇒これまでの取り扱い＆高裁判決：


年金受給権と受け取る年金自体は異なる、よって所得税課税は妥当

　⇒長崎地裁＆最高裁：

　　　　年金受給権と受け取る年金自体の経済的実質は同一。よって二重課税。

【3】 最高裁が判断した範囲

1 複利原価の理屈（10年、受給年金2,300万円、評価1,380万円、利率10.55％）

年　　　年金　　利息　元本部分

1
230
 -22
208

2
230
 -42
188
3
230
 -60
170
4
230
 -76
154
5
230
 -91
139
6
230
-104
126
7
230
-116
114
8
230
-127
103
9
230
-137
 93

10
230
-146
 84

合計　2,300
-920　1,380




↓　　　　↓　　↓

　　　　　　　　　　　　↓　　　　↓　相続税課税対象に取り込み済：二重課税部分
　　　　　　　　　　　　↓　　　運用益＝理屈上の課税所得
　　　　　　　　　　　従来の課税所得
2 最高裁の判断

1. 1年目

年金＝元本（つまり運用益部分なし）として、所得税課税は違法。

2. 2年目以降

判断を示さず（理屈としては、上記の通り）

【4】 いくつかの不思議＆課題

1 2010.2の税大ジャーナル論文

1. 税大ジャーナルとは（国税庁HP）

　税大ジャーナルには、当校職員、国税関係者及び税法学者等が執筆した租税・税務会計等に関する研究論文、判例研究、講演録、海外情報等が収録されています。
2. 「生命保険をめぐる相続税法および所得税法上の諸問題」（大阪経済大学経営学部准教授　辻美枝）

2 相続税が課税されていないケース・・そもそも二重課税？

1. 相続税の基礎控除、保険金の非課税

・5,000万円＋法定相続人の数×1,000万円までは非課税

・生命保険金についても、500万円×法定相続人の数までは非課税



⇒そもそも、年金受給権に相続税が課されていないケースもあり。

2. 所得税の非課税規定再考

「相続、遺贈又は個人からの贈与により取得するもの」という規定であり、「相続税又は贈与税を課されたもの」という規定ではない。


⇒相続税が課されなくても、所得税は非課税。



⇒つまり、相続税も所得税も課されないケースも発生する。

3 2年目以降の取り扱い

1. 相続税課されているケース

・個々に、利率計算をして、運用益部分を計算できるのか。



・あるいは、一律の計算方法を示せるのか。

2. 相続税課されていないケース

・相続税課されたと仮定して計算を行うのか。



・そもそも還付するのか。

4 専門家の説明責任

